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北海道災害対策本部（指揮室）の対応

・職員24時間体制（２名常駐）
＊災害情報の受信・連絡

・職員の非常参集

地震発生
9/6 3:07

北海道災害対策本部（9/6 3:09設置 本部長：知事）
◇体制確立、災害応急対策、災害復旧

［道内防災関係機関］
自衛隊、道警察、道教委、
総合通信局、厚生局、農政
事務所、森林管理局、経済
産業局、産業保安監督部、
開発局、運輸局、地方測量
部、気象台、海上保安本部、
地方環境事務所、防衛局、
日赤、NTT東日本、ドコ
モ、KDDI、ソフトバンク、
北海道電力 等

本部員会議(部長等)

・被害状況の確認
・対策方針の決定

・通信網、電力施設、停電、上下水道、JR等交通の状況把握
（ライフライン・公共交通機関班）

・救出救助活動の総合調整（救出・救助班）

・医療救護の把握やDMATとの調整等（応急医療班）

・避難所等への物資の調達（避難者対策班）

・物資輸送の調整や職員の派遣等（応援・受援班）

・被害情報等の把握や集約、提供（情報班）

・道路の被害状況等の把握（道路交通・河川班）

・総括的な指揮や報道対応（統括・広報班）

震度６弱以上の場合設置

リエゾン
派遣等

北海道災害対策本部指揮室（9/6 4:00設置～10/15廃止）
［指揮室長：副知事 道庁地下１階危機管理センター］
◇初動対応の指揮命令（情報収集・救出救助応急対策等）

リエゾン派遣等

指揮室において道、国、防災関係機関が一同
に会し、情報共有を図り、応急対策等を実施

［中央省庁等］
内閣府(防災)、 総
務省、文部科学省、
厚生労働省、経済産
業省、国土交通省、
環境省、防衛省、消
防庁、林野庁、
ISUT(災害時情報集約
支援チーム)

連
携
・
協
力
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災害対策本部指揮室の状況

２

道庁地下１階 危機管理センターに「北海道災害対策本部指揮室」を設置



北海道災害対策本部指揮室（危機管理センター） 配席図
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【9/6～10/15（40日間）】

【9/6～11/1（57日間）】

【9/6～10/14（39日間）】

【9/6～10/12（37日間）】

救出救助等活動の概要

○ 地震発生を受け、消防、警察、自衛隊、海上保安庁、国土交通省においては、各機関のヘリなども活用し、
救出救助・捜索活動や二次被害防止活動、被災地における生活支援を実施

○ ９月６日～１０日の救出救助状況（救出者数 １４７人）

消
防

・１１都県から、緊急消防援助隊が出動。延べ約２，６００人の隊員が活動。
・道内３１消防本部から、道内広域応援隊が出動。延べ約１，５００人の隊員が活動。
・＜活動内容＞ 救出救助活動、安否確認活動、被害状況確認、人員搬送、映像転送、被災調査 等

警
察

・２管区１方面１６都県から、警察災害派遣隊が出動。延べ約３，６００人の隊員が活動。
・全道の警察署から、延べ約３，７００人の警察官が活動。
＜活動内容＞ 救出救助活動、被災地のパトロール、避難所の巡回相談、交通整理 等

自
衛
隊

・北海道知事からの災害派遣要請により、陸上、海上、航空各自衛隊員が出動。
・延べ約１９２，０００人の隊員が活動。
＜活動内容＞ 救出救助活動、給水・給食・入浴支援、道路啓開、物資輸送、電力・燃料供給、医療･防疫などの支援 等

海上
保安
庁

・巡視船艇・航空機等による活動を実施。
・延べ４２５人の隊員が活動。
＜活動内容＞ 救出救助活動、被害状況調査、人員搬送、住民支援 等

国土
交通
省

・北海道開発局、気象台及び全国の各地方整備局等からＴＥＣ－ＦＯＲＣＥを派遣。
・延べ約２，９００人の隊員が活動。
＜活動内容＞ 道路啓開、土砂撤去、河川・道路被災状況調査、二次災害防止のための技術的助言、物資輸送、

給水･入浴等支援、燃料供給 等

【9/6～継続中】
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地 区
救助者数

計
生 存 死 亡

① 朝日地区 － ２ ２

② 桜岡地区 ３ １ ４

③ 幌里地区 ９ ４ １３

④ 吉野地区 ９ １９ ２８

⑤ 富里地区 － ４ ４

⑥ 高丘地区 ２７ ２ ２９

⑦ 幌内地区 ７ ４ １１

計 ５５ ３６ ９１

厚真町での救出救助の状況

①朝日地区 ②桜丘地区

③幌里地区

④吉野地区

⑤富里地区

⑥高丘地区

⑦幌内地区

死亡 ２ 死亡 １

死亡 １９

死亡 ４
死亡 ４

死亡 ４
死亡 ２

◎厚真町役場

厚真町 幌里地区 厚真町 吉野地区
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消防機関による救急搬送（全道）

道が道内消防本部へ調査した救急搬送状況の調査結果では、地震発生日（９月６日）
において自然災害をはじめ、交通事故、一般負傷、急病による搬送が増加した
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搬送人員（8月30日～9月14日）

自然災害 交通事故 一般負傷 急病

9月6日の自然災害に係る搬送人員計130人
のうち121人、9月7日の32人のすべてが、
石狩、胆振、日高管内での搬送。
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医療活動・人的支援①

種 別 派遣期間 延べ人数

ＤＭＡＴ（災害派遣医療チーム） 9/ 6 ～ 9/10 ３３５名

ＪＭＡＴ（日本医師会災害医療チーム）

ＪＲＡＴ（北海道災害リハビリテーションチーム）

9/ 9 ～ 9/20

9/11 ～ 9/20

５０名

その他医療救護活動チーム（日赤・国立病院機構） 9/ 7 ～ 9/20 ８５名

ＤＰＡＴ（災害派遣精神医療チーム） 9/ 7 ～ 9/15 １２名

心のケアチーム 9/15 ～ 10/31 ６８名

健康相談班（避難所の健康相談等） 9/ 7 ～ 10/31 ２５４名

歯科医療救護活動チーム（道歯科医師会等） 9/ 8 ～ 9/24 １７０名

医薬品管理・服薬管理活動（北海道薬剤師会） 9/ 7 ～ 9/21 １８名

災害支援ナース（北海道看護協会） 9/13 ～ 10/10 ６２名

保健所機能支援班（医師、獣医師、保健師等） 9/11 ～ 10/31 ４８名

ＤＣＡＴ（災害派遣ケアチーム） 9/10 ～ 9/30 ７５名

主な人的支援の状況 ※ 10/31時点

７



医療活動・人的支援②

(1) 災害拠点病院（34機関）

・ 地震により一部の災害拠点病院において壁や天井が剥離するなど建物への被害があっ
たが、診療への大きな影響なし

・ また、すべての災害拠点病院において停電が発生したが、非常用電源により、その機
能を回復し、救急搬送患者の受入を含め診療を継続

(2) その他の医療機関

・ 災害派遣医療チーム（DMAT）との情報共有及び広域災害・救急医療情報システム
（EMIS）の活用、保健所における現地確認などにより、医療機関の状況を把握し、災害
拠点病院を中心とした医療機関の連携等により、人命に影響する被害が生じることなく
災害時における必要な医療提供体制を確保

発災直後における主な医療活動等の状況

(3) DMAT(災害派遣医療チーム）の配置

・ 被災後、直ちにDMAT調整本部を立ち上げ、道内の災害拠点病院から２８チーム、道
外７県から３９チームを道内１０カ所の活動拠点本部等へ配置

・ 医療機関の電源、燃料、水などの医療機能の維持に必要な支援を実施
・ 各地域のDMAT活動拠点本部は９月１０日をもってすべて撤収し、JMAT（日本医師会

災害医療チーム）等による被災地の医療救護活動に移行
８



医療活動・人的支援③

・ ＪＭＡＴ、ＤＰＡＴ、日赤等の医療チームによる医療救護活動の実施
・ 保健師チーム等を中心に避難生活の長期化に伴う感染症のまん延やエコノミークラス症候

群等の発生防止、こころのケアなど、被災者の心身の健康を確保するための取り組みを実施
・ 苫小牧保健所長を本部長とする「東胆振東部３町医療救護保健調整本部」を現地の厚真町

総合福祉センター内に設置し、厚真町、安平町、むかわ町における保健・医療活動に関する
総合調整を実施

避難所等における医療救護・健康相談等

【東胆振東部３町医療救護保健調整本部 組織図】
＜活動写真＞
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被災市町村への人的支援の状況

1.期間 平成３０年９月６日～１１月１６日 【延べ人数：暫定値】
2.内容 ①北海道（本庁各部及び振興局等）からの支援

・市町村災害対策本部へのリエゾン派遣等 ・被災市町村での災害対策本部及び避難所の運営支援
・罹災証明書の交付支援等 ・技術的支援（土木、建築、水道 等）
・物資集積拠点（苫小牧埠頭㈱等）への連絡員

②道内市町村（１５７市町村）からの支援
・罹災証明書交付、被災家屋調査等

派遣先
現地支援職員

技術的
支援

合計
（延べ人数）災対本部 避難所 罹災証明 リエゾン 連絡員 小 計

厚真町 85 3,157 91 122 0 3,455

1,264

7,703

安平町 28 1,084 70 80 0 1,262

むかわ町 27 1,371 65 155 0 1,618

その他の
市町村

0 0 0 60 0 60

物資集
積拠点

0 0 0 0 44 44 0

計 140 5,612 226 417 44 6,439 1,264

派遣先
派遣職員数

（延べ人数）

厚真町 1,582

安平町 986

むかわ町 980

日高町 28

計 3,576

○ 北海道からの支援 ○ 道内市町村からの支援

10延べ１１，２７９人



被災町 支援県
現地支援職員

リエゾン
合 計

（延べ人数）災対本部 避難所 罹災証明 小計

厚真町 青森県 ９４ ４５３ １２４ ６７１ ９６ ７６７

山形県 ３ ９０ ８０ １７３ ３１ ２０４

福島県 ３０ ０ ４６０ ４９０ ３６ ５２６

小計 １２７ ５４３ ６６４ １，３３４

安平町 岩手県 ５１ ２９１ ３８０ ７２２ ４９ ７７１

新潟県 ５４ ９ ４３２ ４９５ ５ ５００

小計 １０５ ３００ ８１２ １，２１７

むかわ町 秋田県 ７５ ８４ ３４ １９３ ６ １９９

宮城県 ４８ ９ ２３２ ２８９ ９ ２９８

小計 １２３ ９３ ２６６ ４８２

計 ３５５ ９３６ １，７４２ ３，０３３ ２３２ ３，２６５

北海道・東北ブロックからの対口支援の状況
1.期間 平成３０年９月６日～１０月７日（３２日間） 延べ人数
2.内容 ・道災害対策本部指揮室へのリエゾン派遣等

・被災市町村での災害対策本部及び避難所の運営支援
・罹災証明書の交付支援等

3.概要 対口支援（応援県と被災町とのカウンターパート方式）

た い こ う

11 
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9/14 道トラック協会との協定を活用し

会員企業であるヤマト運輸㈱に

道集積拠点を移設

9/15 ヤマト運輸により配送開始

9/18 ヤマト運輸により

むかわ町集積拠点の支援開始

9/6 発災

9/7 苫小牧倉庫業協会との協定により

道集積拠点を設置

9/7 道職員、農政事務所職員を派遣

9/7 プッシュ第１弾千歳基地着

以降、逐次輸送

国
（
農
水
・
経
産
）

道

企業等

個人

メ
ー
カ
ー

苫
小
牧
港

千
歳
基
地

各
港

入
間
基
地

協
定
企
業

道
集
積
拠
点
（
苫
小
牧
市
）

苫
小
牧
埠
頭(

株) 

晴
海
第
一
倉
庫

市
町
村
集
積
拠
点

各
役
場
等

各
避
難
所

Ｐｕｓｈ型

緊急的に必要なもののみ受入

発注

Ｐｕｌｌ型

企業等

道
集
積
拠
点
（
北
広
島
市
）

ヤ
マ
ト
運
輸(

株)

北
海
道
ロ
ジ
ス
テ
ィ
ク
ス
支
店

町
集
積
拠
点

各
避
難
所

個人

ニーズとマッチングしたもののみ受入

民間の物流網とノウハウの活用

発
災
直
後

物
流
網
回
復
後

道

協
定
企
業

自衛隊 又は トラック協会

要請

トラック協会

自社手配

受け入れない

町がホームページで募集する
品目のみ町へ直接送付可

要請

国

（
経
産
）

協
定
企
業 トラック協会

発注

道内で調達困難な
ものに限る

自
衛
隊

自
衛
隊

自
衛
隊

自
衛
隊

自
衛
隊

市
町
村
又
は

自
衛
隊

町
又
は

ヤ
マ
ト

ヤ
マ
ト

入間から航空
自衛隊機で空輸

：千歳基地
：厚真町、安平町
むかわ町

：一時集積拠点
（苫小牧市）

千歳から自衛隊
車両で搬送

厚真町物資搬入拠点

（厚真スタードーム）

支援物資の状況（搬送の流れ）

12 
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［プッシュ型支援］
○ ９月7日、内閣府に関係省庁及び（公社）全日本トラック協会からなる「プッシュ型

支援調整会議」を設置し、緊急を要する物資を支援のため搬送

支援物資の状況（搬送実績）

［これまでの搬送実績 （H30.10.29現在）］

※ 上記のほか、停電対応として、１５病院に対して非常用発電機用の燃料を補給

品 目 数 量 品 目 数 量

水（500ml） 30,528 本 毛 布 2,256 枚

その他飲料 51,768 本 衣 類 6,260 点

食 料 179,040 点 携帯トイレ 2,000 点

携帯用充電池 2,300 個 暖房器具 47 点

乾電池 15,900 個 洗濯機・乾燥機 各 33 点

段ボールベッド 1,400 点 生活用品 32,513 点

パーテーション 800 点 資 材 1,645 点

13 



事業者名 食料・飲料支援

北海道生活協同組合連合会 うどん・おでん(各800食)
炊出用食材他

北海道コカ・コーラボトリング(株) 水(500ml：17,160本)

(株)セコマ 水(1,512本) カップ麺(2,016食)
炊出用食材他

(株)ローソン 水(6,000本) カップ麺(3,040食)
パン(6,000食)

(株)イトーヨーカ堂 炊出用食材

イオン北海道(株) 乳幼児用粉ミルク(542個)

サントリーフーズ(株) 水(2,034本) 緑茶(2,880本) 
烏龍茶(1,920本)

日糧製パン(株) パン(20,000食)
おむすび(3,750食)

(株)サッポロビール 水(500ml：9,360本)

セブンイレブンジャパン(株) パン(8,400食)

（株）ファミリーマート パン（1,300食）カップ麺(140食）

事業者名 生活物資支援

北海道生活協同組合連合会 どんぶりトレー(15,000個)
割り箸(15,000膳)他

セブンイレブンジャパン(株) 携帯用充電器(40台)

イオン北海道(株) バスタオル(1,000枚) ﾎ゙ ﾃ゙ ｨｿー ﾌ゚ (200本)他

セコマ(株) 紙どんぶり(2,000枚) 紙皿(250枚)

事業者名 応急対策用資機材等支援

(株)NTTドコモ タブレット

ＫＤＤＩ(株) 携帯電話、タブレット

DCMホーマック(株) トイレ用ブラシ(22本) ポリタンク(74本)他

東日本段ボール工業組合 物資輸送用段ボール

事業者名 保管・輸送支援

苫小牧地区倉庫協会・苫小牧埠頭(株) 物資の一部保管

(公社)北海道トラック協会・ヤマト運輸(株) 物資の一部保管・輸送

三菱自動車(株)
北海道地区レンタカー協会連合会

乗用車両

[民間事業者等からの主な支援物資等の提供状況]
道との災害時応援協定（プル型支援）により、又は、申し出により物資等を提供いただいた事業者等
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○ 被災町の社会福祉協議会（社協）が、町役場と連携し、北海道災害ボランティアセンター（道社協）や他
市町村社協等の支援を受けながら、災害ボランティアセンターを設置・運営

○ 町の災害ボランティアセンターでは、住民のニーズを把握し、個人や団体ボランティア（延べ11,443人）
を受け入れ、個人宅での家財等の片付け、給水支援、避難所での炊き出し支援、戸別訪問によるニーズ調査支
援、災害ゴミの片付け・運搬などを実施

災害ボランティア

町名 開設日
延べ

参加人数
参加人数
一日最大

ボランティア活動の状況

厚真町 9/7 ４,０２５ ２８３

１０月以降のボランティア

活動日は土、日、祝日※

（※9月は毎日活動）

安平町 9/8 ４,５３９ ３９７

むかわ町 9/8 ２,８７９ ３８７

※11月8日現在
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○ 被害状況等を定期的に道のホームページに掲載するとともに、知事記者会見
により、地震に係る被害状況や対応状況について発信

○ 報道機関に対しては、定期的に救出･救助や捜索活動等に関して発表したほか、
指揮室内に設置したホワイトボードにより最新の被害状況等を情報提供

道民や報道機関への情報発信

[道による主な情報発信内容]

 知事記者会見 9月6日の発災以降、13日までの１週間に定例や臨時の記者会見を４回

実施したほか、この間災害対策本部員会議を8回実施し、本部長としてコメントを発表

 被害状況等の発表、道のホームページにも掲載（第105報まで発表（11月16日時点))

 9月６日から道のホームページに特設ページとして「胆振東部地震に係る緊急情報」を開
設し、被災者の方へ生活支援情報提供やSNSによるデマ情報について、注意を促す

※道災害対策本部設置から（9/6は1日６回、9/7~9は1日4回、9/10~11は1日3回）被害状況等をこ
まめに道民に情報発信する必要があることから被害情報を提供（9/12~10/10まで1日2回、10/11~
18まで1日1回、10/19以降週3回）

 道災害対策本部員会議を11月までに計13回開催(公開)し、防災関係機関や国の省庁も出
席いただき、報道機関へフルオープンの上、被害状況や対応状況について広く情報発信

16 
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